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宮本しづえ県議は代表質問に立ち、国葬・統一協会問題、

コロナ対策、原発ゼロと汚染水問題、子育て支援と学校給食

費無償化、再エネ条例の制定、鉄道災害等について取り上げ

ました。 

８月２日、原発汚染水海洋放出のための設備工事を県と

立地町が事前了解、東電は工事に着手しました。県民世論

国は９月２６日から、全国一律にコロ

ナ感染者の詳細把握は、高齢者等感染リ

スクが高い人に限定、その他は年代と人

数のみの報告へと変更。本県もこれにな

らいます。軽症とされた人が重症化した

際に、機敏に医療機関に繋がり必要な治

療が受けられるのかが問題です。 

県民の命を守るため、県独自に感染者

個々の詳細把握を継続すべきと求めま

したが、その姿勢は見られません。 

県内で、学校給食費の無償化または一部補助を実施する

市町村は４４で、７５％と全国トップレベルですが、県は

１円も出していません。今こそ義務教育は無償とする憲法

２６条に基づき、県が無償化に踏み出すべきと求めました。 

物価高騰が止まらない下で、国は食材費の高騰を抑制す

るため臨時交付金の活用を通知。食材費は原則保護者負担

と言ってきた県教委も、県立学校の給食費の値上げ抑制に

踏み出しました。無償化できない理由はありません。 

県民一人当たりの財政規模は全国３位と高い

下で、人口当たりの社会福祉費、医師数は下位に

あり、糖尿病、高血圧等の生活習慣病の死亡率は

高い水準が続いています。福祉、医療を優先する

福祉型県政への転換が必要です。 

復興庁は、県外避難者のうち所在不明と帰

還意思のない人は避難者数から除外すると

し、今年４月時点では６，６００人に上りま

す。そのうち、帰還意思がないとされた人は

１，１１０人に。原発事故による避難者を帰

還意思の有無で避難者から除外することは許

されません。避難者団体も「すぐ戻れなくて

も避難者には変わりない」として、避難者切

り捨ての国のやり方に抗議しています。 

汚染水は１日１３０トンずつ増え続

け、今年３月の地震以降新たに発生する

トリチウム濃度が２倍以上に高まってい

ます。このままだと東電の海洋放出計画

調査でも「理解が広がっていない」が５２％と過半数を占め、海洋放出できる状況

ではないと指摘。知事に反対を表明すべきと繰り返し質しましたが、明確な答弁は

ありません。国言いなりに県民多数の世論を無視することは許されません。 

宮城県知事が、漁連が反対していることを理由に反対を表明、別の処分方法を国

に求めたこととはあまりに対照的です。 

 

岸田政権の新たな原発再稼働・新増設方針に抗議し、撤回を求める党県議団＝８月２５日、福島駅前 

「知事は海洋放出工事の事前了解やめよ」と申し 
入れる県政つくる会と県議団ら＝７月２８日 

は３０年どころか２００年かかる試算もあり、汚染水を増やさない抜本対策こそ優

先すべきです。しかし、東電は、地質学者が提案する従来の土木工法による広域遮

水壁をまともに検討せず、県も抜本対策が必要としつつも、具体的方法には触れま

せん。それは海に流せば良いとの安易な考えがあるからだと厳しく指摘しました。 

宮本しづえ県議 
９月２２日 

９月定例県議会が９月２０日から１０月６日まで１７日

間の会期で開催されました。 

９月２２日に宮本しづえ県議が代表質問、同２８日には

大橋沙織県議が一般質問、１０月５日には吉田英策県議が

総括質疑、最終日には、神山悦子県議が討論を行いました。 




